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要   旨  

１．報告書の名称 

高エネルギー密度状態の科学を探求する学術研究の推進 

 

２．報告書の内容 

(1)  作成の背景 

大規模高強度レーザー技術の進展により、前人未踏の超高温・超高密度のプ

ラズマを実験室に生成することができるようになった。このような極限プラズ

マを研究対象とする高エネルギー密度状態の科学とその応用を俯瞰すると、原

子物理、極限物性、放射光・高エネルギー粒子源、レーザー粒子加速、核融合

科学、地球・惑星物理、宇宙物理、核物理・素粒子物理など幅広い物理分野が

連携した新たな研究展開が展望できる。国際的にも高エネルギー密度科学の推

進のための共同研究体制が欧米を中心に整いつつある。本研究分野が物理の学

際的領域として認知され、新領域を形成しつつあることは、2005 年秋に国際

学術誌「Journal of High Energy Density Physics」が Elsevier 社から発刊

されることからも明らかである。 

   

(2) 現状及び問題点 

高エネルギー密度科学と表現できる新しい研究分野が生まれようとしてい

る。米国、欧州を中心に組織的な学術展開が始まろうとしている状況を鑑み、

我が国で培われてきた大規模レーザー技術とそれによる実験や理論の知的財

産に立脚しつつ、高エネルギー密度科学を我が国においても発展させていく

必要がある。しかし、我が国においては極めて限られた人数の研究者がプラ

ズマ物理学を中心に核融合と関連して研究してきた経緯があり、広い関連物

理分野の研究者との緊密な連携に乏しい現実がある。このような問題点を克

服し国際的な発言権を確保するためにも、我が国における共同研究体制を緊

急に構築する努力が求められている。 

 

提言：高エネルギー密度状態の科学という広い物理分野が連携した新学術領域の

推進を提案する。この新領域における我が国の競争力を高めることは基礎科

学の振興だけでなく、学術の応用研究の将来性を含めて重要である。本研究

分野推進のため関連する物理分野の専門家が緊密に連携できる共同研究体制

の構築を提案する。 
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１．はじめに 

 
技術の進歩が新しい研究領域を切り拓いていくことは歴史に照らせば明白であ

り、同時に、極めて挑戦的な研究課題の設定が、それを動機に先端的な技術を生

み出してきたことも歴史は教えてくれる。特に基礎科学の位置づけは、単に、そ

の研究内容の斬新さや物理等の世界観の新たな展開という成果にのみあるのでは

なく、その研究目的を遂行する過程で要求される先端的な技術が長い年月を経て

民生技術として社会に還元されていくことにもある。具体的な例としてはコンピ

ューターや集積回路を初めとして枚挙にいとまがない。同時に、若い優秀な学生

や研究者を魅了し、彼らの潜在的能力を引き出すために、科学技術創造立国を標

榜し国家の存続基盤としている我が国においては、極めて挑戦的な研究課題の設

定が学術界に常に求められている。 
 

1960 年のレーザーの登場がもたらしたものは科学と技術の相互作用の典型であ
る。現在、レーザーを研究手段として使わない分野を探すのが難しいほど、科学

技術の中心的存在にまでレーザーは成長している。レーザーの集光性を最大限に

生かし、局所に短時間にエネルギーを投入することで、他の方法では実現できな

い高温で高密度のプラズマを生成することが出来る。その特性を利用して高温・

高密度プラズマを生成し、核融合エネルギーを取り出そうというのがレーザー核

融合である。レーザー核融合研究は 1973 年と 1978 年の第１次、２次石油危機に
後押しされた形で、社会の要請を受け、大規模レーザーの建設により飛躍的に進

展した。さらに、レーザーの技術革新が研究の新展開をもたらしてきた。その代

表がレーザーパルスを千倍から一万倍に圧縮する超高強度パルスレーザー（CPA: 
Chirped Pulse Amplification)法である。CPA法の利用で相対論的プラズマを実験室に
生成することができるまでに至った。 
 
大規模レーザー装置を用いた比較的大きなプラズマの生成実験と、時間的・空

間的に超高分解能の計測器開発が相まって、高エネルギー密度科学と表現できる

新しい研究分野が生まれようとしている。この新しい科学は広い物理分野に関連

しているのが特徴である。プラズマ物理学を学術基盤に、原子物理、極限物性、

放射光・高エネルギー粒子源、レーザー粒子加速、核融合科学、地球・惑星物理、

宇宙物理、そして近い将来、核物理・素粒子物理とも関連してくる可能性を持っ

ている。我国で培われてきた大規模レーザーを用いたプラズマ実験や理論の知的

財産に立脚し、高エネルギー密度科学を学術として発展させていくためには、研

究人口の増大がまずは必要である。それは、今まで交流に乏しかったが本科学と
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密接に関連している物理分野との連携する過程で達成していくべきである。日本

学術会議物理学研究連絡委員会は、高エネルギー密度状態の科学という新しい研

究を推進することが、物理学の新領域を切り拓く果敢な挑戦であり、我が国の科

学・技術の発展に重要であると判断し提言をまとめた。 
 
 

２．基本的な考え方 

 

天然資源に乏しい我が国は 1995年に「科学技術基本法」を制定し、科学技術創
造立国を国家目標とした。その法案提出説明文において「科学技術の総合的・学

際的取り組みが重要であり、若者の理科離れを防ぐ対策が必要である」と記され

ている。次世代のために、総合的・学際的な学術の展開に取り組める場を用意す

ることが我々には求められており、それが、21 世紀における魅力的な学術の創造
につながると考えている。本提言にある高エネルギー密度科学の推進は、細分化

された物理分野の連携を生み出すと同時に、知の創造と活力による人材、基礎研

究、知的財産、研究基盤の向上・発展に寄与しながら、大学等の活力に富んだ発

展に貢献すると考えている。 
 

2.1 高エネルギー密度科学とは 

 

レーザー光はボソンの集合体であることから、集光により単位体積内の光子の

数を極限まで高めることができる。光はエネルギーであり、物質と相互作用する

ことにより物質を宇宙にしか存在しないような高温度にまで加熱することができ

る。同時に、爆縮により密度も固体の千倍近くにまで高くできることが実験的に

示されている。この様に、超高温で極めて高密度なプラズマ状態を高エネルギー

密度状態と表現し、その物性や放射流体などのダイナミックスを研究する新分野

を高エネルギー密度状態の科学（高エネルギー密度科学）と言う。 
 
ここで言う高エネルギー密度状態は圧力にして 100 万気圧以上に対応する。こ
れをエネルギー密度に換算すると 1012J/m3以上、つまり、１ミリ四方に１キロジュ

ール以上を詰め込むことになる。このような状態は地上の自然界には存在せず、

地球中心部（100万気圧）から太陽中心（１億気圧）に相当する。宇宙物理や惑星
物理で理論的にしか議論されてこなかった高エネルギー密度状態の物理を実験室

で研究することができるようになりつつある。 
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瞬時にエネルギーを局所に投入することができる高強度パルスレーザーの利点

を生かせば、高エネルギー密度物質状態の物性を研究するにとどまらず、高エネ

ルギー密度物質の爆発現象など、華々しい光やＸ線の放出を通して観測される宇

宙の様々な爆発現象の主要な物理過程を実験室に模擬することが可能になる。ま

た、従来、検証の手段がなかった宇宙・惑星物理の数理モデルの正当性の確認が

模擬実験との比較を通して可能となる。実験室での高エネルギー密度物理現象を

計測する超高速のＸ線カメラなどの計測手段の開発がレーザー核融合研究を中心

として行われてきたとことにより、詳細な実験データが得られるようになった背

景がある。 
 
加速器が個々の粒子のエネルギーを極限まで高くして、粒子同士の衝突現象に

伴う高エネルギー物理の「素過程」を中心に研究する装置であるのに対し、大規

模高強度レーザーは個々の電子やイオン粒子のエネルギーは数百 eVから MeVの
領域であるが、粒子密度が高く、荷電粒子が集団となって初めて現れる極限世界

の「集団現象」を研究するための装置である。従って、大規模レーザーは加速器

に取って代わるものではなく、むしろ、互いを補間し合うことによって物理のフ

ロンティアを切り拓く。また、加速器とレーザーの組み合わせにより、従来では

不可能と思われていた研究の新たな展開も期待されることから両分野の研究者の

交流も極めて重要である。 
 

2.2 高エネルギー密度科学の先進性と重要性 

 
理論的に可能性が指摘されていた炭素の金属遷移などを実験的に調べることが

できるようになってきた。将来的には物性物理の長年の課題である水素の金属遷

移の存在に決着をつけることは高エネルギー密度科学の大きな課題の一つである。

高エネルギー密度科学は木星のような巨大惑星の内部状態を実験室で確認する唯

一の手段と言っても過言ではない。同時に、高密度状態の物質の状態方程式の研

究は近年観測が急速に進んできた惑星形成の研究に重要なデータを提供すると考

えられている。 
 
超高強度レーザーを集光するとその電場は 1013V/m(=10kV/Å)という超高強度場
となり、地上で実現できる最強電場である。このような電場で振動する電子のエ

ネルギーは数十MeVにも達し、相対論効果による電子質量の変化でレーザーの自
己収束が起こる。また、原子核の励起エネルギーにも相当することから核物理研

究と関係してくる。当然、レーザー加熱で発生する電子は相対論的となるので、
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その電流密度は極めて高く、その際に発生する磁場はギガ・ガウスにまで達する。

これも実験室で発生できる最強磁場である。また、電子電流束の分裂・融合など

の相対論的な非線形プラズマ現象が起こる。このようなプラズマ現象はコンパク

ト星など宇宙でのみ発現すると考えられて来たが、レーザー実験で研究すること

が可能になってきた。その結果、ガンマ線バーストなどの研究にも影響を与える

に至っている。相対論的プラズマの非線形現象は数多くの先進的な研究テーマを

提供している。 
 
高エネルギー密度科学研究では、レーザーを照射する物質の材料や構造、ガス

などの環境を変えることにより多様な実験が可能となる。照射物質を総称してタ

ーゲットと呼んでいる。ターゲットの材料や構造を工夫することで原子物理、流

体物理、輻射物理、状態方程式、衝撃波物理など複数の物理がからんだ物理複合

型のプラズマ現象だけではなく、調べたい物理のみが際だつようなモデル実験を

行うことが可能になる。このようなモデル実験をそれぞれの要素物理に対して行

い、そのデーターベースを構築することで、物理統合型の大規模計算科学の進展

に貢献する。このような物理統合型コードの開発は核融合プラズマや宇宙プラズ

マの物理現象の予言に有効であり、信頼性向上に高エネルギー密度科学の学術的

蓄積が不可欠である。宇宙でしか現れないような様々な物理の複合現象も対象と

する高エネルギー密度科学の推進が大規模計算科学の発展に貢献することも特筆

すべき点である。 
 

2.3 高エネルギー密度科学のこれまでの成果と将来性 

 
本研究の源は学術としてではなく核融合エネルギー開発研究の手段として推進

されてきた経緯がある。レーザー核融合実現には固体密度の千倍で温度が１億度

の高エネルギー密度プラズマの実現が不可欠である。我が国における実験で、1980
年代に１億度の温度が、1990年代に固体の600倍の密度が実証された実績がある。
固体密度の 600 倍とは地球中心部の密度より高く、太陽中心密度をも超える。    
この記録は今でも世界一である。 
 
高強度レーザー以外の方法では電離や輻射が流体現象に重要となる高温流体の

物理を調べることは困難である。ところが、宇宙などで観測される爆発現象では

超新星爆発に代表されるように、強い衝撃波で物質は電離しプラズマ化し、Ｘ線

など輻射によるエネルギー輸送が重要となる局面が多々見られる。レーザーを使

った実験室内での爆風波の実験で、輻射輸送を伴う爆発現象が流体不安定を引き
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起こすなどの発見があった。 
 
また、部分電離した鉄などはＸ線を吸収し同時に放出することで星の進化を支

配する。ターゲットを工夫することで各種元素プラズマのオパシティ（Ｘ線に対

する不透明度の波長依存性）計測が世界中で行われてきた。そのデータは米国リ

バモア研究所で開発された「OPAL」に代表される複雑なオパシティ・コードの検
証・改良に貢献してきた。その結果、例えば、新星の光度曲線の説明が可能にな

ったし、セファイド型変光星の振動周期と振動モードの関係をより精度よく説明

できるようになった。さらに研究を進め、星の進化における輻射輸送のモデルが

精緻化すれば、宇宙年齢を球状星団の星の年齢から決定することも可能になると

考えられる。同時に、変光星を用いたハッブル定数割り出しの精度向上などにも

貢献する。 
 
非平衡原子物理、圧縮性流体の物理、非局所輸送の物理、輻射輸送の物理、   

オパシティ、状態方程式、粒子加速、強結合プラズマ物理、相対論的プラズマの

非線形物理など物理学の複数の分野に関連した学術を体系的に研究していくこと

が高エネルギー密度科学には求められている。その体系化の過程で、大規模計算

科学推進への貢献は大きい。上記のような学術の体系化は長期のレーザー核融合

の実現や宇宙・惑星科学に必要なだけでなく、並行して学術の新たな応用の芽も

育てる。特に、高強度レーザーを用いることによりコンパクトな高エネルギー粒

子源や放射源を製作することができ、基礎科学から産業まで広い応用研究の展開

が期待される。また、本学術を支える高出力レーザー技術の開発研究は、加速器

技術と高エネルギー物理の関係と同じで、高エネルギー密度物理と両輪をなす重

要な研究である。 
 

2.4 世界の現状と国際的な競争と協力 

 
冷戦の終結に始まる 21世紀はグローバル化の時代であり、科学技術の分野では
その傾向が極めて顕著である。この「世界大競争の深化」と表現される、米国の

世界的優位性、欧州連合の拡大、中国などアジアの台頭の時代にあって、科学技

術の分野に置いてフロントランナーであり続けることは極めて厳しい。我が国が

フロントランナーであるためには、常に新しい学術展開の試みが求められている。 
 
高エネルギー密度状態の科学は、米国では高エネルギー密度物理（HEDP: High 

Energy Density Physics）として既に推進されている。米国では冷戦の終結を受け、
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核兵器研究所であるリバモア研究所やロスアラモス研究所などでの研究生活に、

正義感に駆られた優秀な若者が魅力を感じる動機が希薄となり、人材不足に悩ん

でいる。その結果、国家安全保障が危険にさらされるという現実に直面している。

そこで、エネルギー省（DOE: Department of Energy)の国家核安全保障局 （NNSA: 
National Nuclear Security Agency）が維持管理する大規模レーザーやパルス・パワー
装置を基礎科学の研究に供することで、優秀な人材を確保していく政策がとられ

ている。その予算規模は膨大で、かつ、米国航空宇宙局（NASA: National Aeronautic 
and Space Administration）や全米科学基金（NSF: National Science Foundation）も協
力しながら高エネルギー密度物理を推進している。現在部分的に稼働中の巨大レ

ーザー「NIF」(National Ignition Facility  http://www.llnl.gov/nif/)も 15%を大学など
の基礎研究に開放する予定である。 
 
欧州においては英国のラザフォード研究所や仏国のエコール・ポリテクニーク

に大規模レーザーがある。それらは欧州レーザー研究機構（LaserLab Europe 9ヶ
国、17機関 http://www.laserlab-europe.net/）を通して多数の欧州研究者が共同利用
できる体制にある。また、仏国ボルドーに建設中の巨大レーザー「LMJ」(Laser Mega 
Joule)もその一部を共同研究用に開放する予定である。 
 
中国では上海に高強度レーザー材料の製造技術を有する大規模な研究所がある

（名称：上海光机所）。そこで製造されたレーザー材料を用いて成都市北東 160ｋ
ｍに位置する綿陽のレーザー核融合研究センターで大規模レーザー装置の建設が

進められている。このセンターでは高エネルギー密度プラズマ物理と研究題目を

掲げ、中国科学院と連携しながら全国的な研究展開を図っている。 
 
我が国においても、従来、核融合を主たる目的としてきた研究所が、超高温超

高密度状態の科学へと研究領域を拡大しつつある。それを支援する物理学研究者

のコミュニティーもうまれつつある。 
それと並行して、我が国では、化学、生物、医学などへの応用を視野に入れた

広領域の「光科学」の研究ネットワークの構築が進行中である。 
 
このような世界の動向を反映して 2005 年の秋に Elsevier 社より国際学術誌
「Journal of High Energy Density Physics」(http://www.elsevier.com/locate/hedp/)が刊行
される運びとなった（付録参照）。また、国際純正応用物理学連合（IUPAP: 
International Union of Pure and Applied Physics）の C16（Plasma Physics）委員会の下
に、超高強度レーザー国際委員会(ICUIL: International Committee on Ultra-intense 
Lasers)が 2004年 2月に発足し、CPA法を導入した比較的コンパクトなレーザーで
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超高強度場を発生させ、基礎から応用まで多様な研究展開を世界的に図る試みが

行われている。 
 
我が国に於ける高エネルギー密度科学研究の迅速な展開にあわせた国際協力推

進は、科学技術基本法の第 18条にうたう「国は、国際的な科学技術活動を強力に
展開することにより、我が国の国際社会における役割を積極的に果たすとともに、

我が国における科学技術の一層の進展に資するため、研究者等の国際的交流、国

際的な共同研究開発、科学技術に関する情報の国際的流通等科学技術に関する国

際的な交流等の推進に必要な施策を講ずるものとする」の国際共同研究の積極的

な推進の精神とも合致する。高エネルギー密度科学の分野においても国際的な競

争力を持ち、国際協力におけるリーダーシップがとれるように、我が国における

研究を推進していく必要がある。 
 
 

３．提言 

 

提言： 高エネルギー密度状態の科学という広い物理分野が連携した新学術領域

の推進を提案する。この新領域における我が国の競争力を高めることは基礎

科学の振興だけでなく、学術の応用研究の将来性を含めて重要である。本研

究分野推進のため関連する物理分野の専門家が緊密に連携できる共同研究体

制の構築を提案する。 

 

高エネルギー密度状態の科学はプラズマ物理学を学術基盤とし、原子物理、物

性物理、放射光・高エネルギー粒子源、レーザー加速器、核融合科学、地球・惑

星物理、宇宙物理、原子核・素粒子物理などを包含した幅広い物理学の連携を必

要とする新しい研究領域である。この研究領域は米国においてはエネルギー省傘

下の全米共同研究機関ですでに推進されており、多様な分野の英知が結集して新

しい学問分野を育成しつつある。また、欧州においても 9ヶ国、17研究機関で構
成する研究機構を通して広い分野の研究者が大規模レーザー利用による本分野の

国際的競争力を高めつつある。我が国においては極めて限られた人数の研究者が

プラズマ物理学を中心に核融合と関連して研究してきた経緯があり、関連物理分

野の研究者との連携が急がれる。 
 
高エネルギー密度科学の興隆は世界的傾向であり、我が国が後れを取らないた

めにも、また、これまでの実績を踏まえて国際的なリーダーシップを発揮する意
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味でも、広範な物理分野と連携しながら研究を展開していくことが今、求められ

ている。そのためには、関連する専門家による幅広い緊密な共同研究が必要であ

り、そのような共同研究を可能にする研究体制の整備と、その中核をなす共同研

究施設の設立が強く望まれる。 
 

４．おわりに 

 

レーザー核融合研究に端を発した大規模レーザー装置による高密度・高温度プ

ラズマの研究はレーザー技術の急速な進展に助けられ、新しい学術的展開の時期

を迎えている。大規模レーザーにより生成されるプラズマはターゲットの材料や

構造を工夫することにより多様な物理状態や物理現象の研究対象となる。それは

従来、他の方法では生成が困難であった極限プラズマであり、宇宙にしか存在し

ない高エネルギー密度状態にある。 

 

大規模レーザー装置を用いた比較的大きなプラズマの生成実験と、高分解能計

測器の開発が相まって、高エネルギー密度科学と表現できる新しい研究分野が生

まれようとしている。この新しい科学は広い物理分野の連携があって初めて発展

する点が特徴である。プラズマ物理学を学術基盤に、原子物理、極限物性、放射

光・高エネルギー粒子源、レーザー粒子加速、核融合科学、地球・惑星物理、宇

宙物理、核物理・素粒子物理などの分野が関連している。 

 

米国、欧州を中心に組織的な学術展開が始まろうとしている状況を鑑み、我が

国で培われてきた大規模レーザー技術とそれによる実験や理論の知的財産に立脚

しつつ、高エネルギー密度科学を我が国において発展させていくことが肝要であ

る。そして、国際的な競争と協力においてリーダーシップを発揮していくことは

我が国の科学・技術の進展に重要な貢献をする。そのためには、我が国における

本科学の研究者人口の増加がまずは必要であると同時に、広い関連物理分野の専

門家が連携し物理の新領域に挑戦していくことが求められる。このような状況の

実現のために、共同研究体制を緊急に構築し、その構築の過程で中核をなす研究

拠点が形成されていくことが望まれる。
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付録： 国際学術誌「高エネルギー密度の物理」の発刊 
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